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【事務連絡者氏名】 佐藤　肇

【電話番号】 03-6229-0147

【届出の対象とした募集内国投資

信託受益証券に係るファンドの

名称】

ＳＢＩ－ＰＩＭＣＯ　ジャパン・ベターインカム・ファンド

(愛称：ベタイン)

【届出の対象とした募集内国投資

信託受益証券の金額】

上限5,000億円

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日付で半期報告書を提出したことに伴い、平成29年９月29日付をもって提出した有価証券届出書(以下

「原届出書」といいます。)の一部に訂正すべき事項がありますので、これを訂正するため本訂正届出書

を提出するものです。

Ⅱ【訂正箇所および訂正事項】

下線部＿＿＿＿が訂正箇所です。

原届出書の下記事項については、それぞれ下記の内容に原届出書を訂正・更新します。

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

(３)【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

(略)

③　委託会社の概況(平成29年７月末日現在)

(略)

＜訂正後＞

(略)

③　委託会社の概況(平成30年１月末日現在)

(略)
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３【投資リスク】

※以下の内容に更新します。

＜更新後＞

(略)

＜参考情報＞

４【手数料等及び税金】

(５)【課税上の取扱い】
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＜訂正前＞

収益分配時・換金(解約)・償還時に受益者が負担する税金は平成29年７月末現在、以下の通りで

す。なお、以下の内容は税法が改正された場合等には、変更となることがあります。

(略)

＜訂正後＞

収益分配時・換金(解約)・償還時に受益者が負担する税金は平成30年１月末現在、以下の通りで

す。なお、以下の内容は税法が改正された場合等には、変更となることがあります。

(略)
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５【運用状況】

※以下の内容に更新します。

＜更新後＞

（１）【投資状況】

(平成30年１月31日現在)

資産の種類 国　　名
時価合計

（円）

投資比率

（％）

投資信託受益証券 日本 3,403,524,084 96.67

小計 3,403,524,084 96.67

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 117,342,950 3.33

合計(純資産総額) 3,520,867,034 100.00

(注)　投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

(平成30年１月31日現在)

国／

地域
種　類 銘　柄　名

数量

（口数）

帳簿価額

単　　価

（円）

帳簿価額

金　　額

（円）

評価額

単　価

（円）

評価額

金　額

（円）

投資

比率

（％）

日本
投資信託

受益証券

ピムコ・ジャパン

クレジット・ファ

ンド(適格機関投

資家専用)

3,549,475,689 0.9736 3,456,028,642 0.9586 3,402,527,395 96.64

日本
投資信託

受益証券

FOFs用短期金融資

産ファンド(適格

機関投資家専用)

1,003,311 0.9946 997,893 0.9934 996,689 0.03

(注)　投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

種類別投資比率

(平成30年１月31日現在)

種　　　類 投資比率(％)

投資信託受益証券 96.67

合　　　計 96.67

(注)　投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社(E32398)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 5/46



（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成30年１月31日(直近日)現在、同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産

の推移は次の通りです。

年　月　日
純資産総額(円) １口当たり純資産額(円)

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第１計算期間末 (平成29年６月29日) 8,097,126,386 8,180,024,582 0.9768 0.9868

平成29年１月末日 9,020,105,573 － 0.9660 －

２月末日 9,005,794,722 － 0.9741 －

３月末日 8,448,399,798 － 0.9736 －

４月末日 8,243,743,552 － 0.9791 －

５月末日 8,224,277,116 － 0.9842 －

６月末日 8,149,136,382 － 0.9770 －

７月末日 8,091,649,767 － 0.9787 －

８月末日 8,080,565,716 － 0.9852 －

９月末日 7,946,200,857 － 0.9808 －

10月末日 7,867,364,472 － 0.9777 －

11月末日 7,768,552,945 － 0.9791 －

12月末日 7,620,204,041 － 0.9744 －

平成30年１月末日 3,520,867,034 － 0.9664 －

(注)　表中の末日とはその月の最終営業日を指します。

②【分配の推移】

期 計算期間 １口当たりの分配金(円)

第１計算期間 平成28年６月30日～平成29年６月29日 0.01

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率(％)

第１計算期間 平成28年６月30日～平成29年６月29日 △1.32

第２計算期間(中間期) 平成29年６月30日～平成29年12月29日 △0.25

(注)　各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額(分配付の額)から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額(分配落の額。以下

「前期末基準価額」といいます。)を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を乗じて得た数を記載しております。

なお、第１計算期間の収益率は、前計算期間末の基準価額10,000円として計算しております。

（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定数量(口) 解約数量(口) 発行済み数量(口)

第１計算期間
平成28年６月30日～

平成29年６月29日
14,228,862,843 5,939,043,225 8,289,819,618

第２計算期間

(中間期)

平成29年６月30日～

平成29年12月29日
152,693,813 622,428,411 7,820,085,020

(注)　本邦外における販売、解約の実績はありません。第１計算期間の設定数量には当初設定数量を含みます。
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（参考情報）
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第３【ファンドの経理状況】

※「１　財務諸表」の末尾に以下の内容を追加します。

１）本ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号)並びに、同規則第38条の３及び同規則第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関す

る規則」(平成12年総理府令第133号)に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２）本ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２期中間計算期間(平成29年６月30

日から平成29年12月29日まで)の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けてお

ります。
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中間財務諸表

【ＳＢＩ－ＰＩＭＣＯ　ジャパン・ベターインカム・ファンド】

（１）【中間貸借対照表】

(単位：円)

第１期

(平成29年６月29日現在)

第２期中間計算期間

(平成29年12月29日現在)

資産の部

流動資産

金銭信託 963,338 188,798,907

コール・ローン 194,099,701 －

投資信託受益証券 8,004,359,448 7,449,316,031

流動資産合計 8,199,422,487 7,638,114,938

資産合計 8,199,422,487 7,638,114,938

負債の部

流動負債

未払収益分配金 82,898,196 －

未払解約金 7,094,614 6,273,587

未払受託者報酬 1,161,186 1,075,951

未払委託者報酬 9,289,435 8,607,528

未払利息 473 －

その他未払費用 1,852,197 1,953,831

流動負債合計 102,296,101 17,910,897

負債合計 102,296,101 17,910,897

純資産の部

元本等

元本 8,289,819,618 7,820,085,020

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △192,693,232 △199,880,979

元本等合計 8,097,126,386 7,620,204,041

純資産合計 8,097,126,386 7,620,204,041

負債純資産合計 8,199,422,487 7,638,114,938

EDINET提出書類

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社(E32398)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 9/46



（２）【中間損益及び剰余金計算書】

(単位：円)

第１期中間計算期間

(自　平成28年６月30日

至　平成28年12月29日)

第２期中間計算期間

(自　平成29年６月30日

至　平成29年12月29日)

営業収益

配当株式 － 55,665,137

受取利息 11 25

有価証券売買等損益 △377,477,956 △60,708,554

営業収益合計 △377,477,945 △5,043,392

営業費用

支払利息 249,153 29,938

受託者報酬 1,431,129 1,075,951

委託者報酬 11,448,962 8,607,528

その他費用 2,730,802 1,954,067

営業費用合計 15,860,046 11,667,484

営業利益又は営業損失（△） △393,337,991 △16,710,876

経常利益又は経常損失（△） △393,337,991 △16,710,876

中間純利益又は中間純損失（△） △393,337,991 △16,710,876

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
△31,397,076 1,658,220

期首剰余金又は期首欠損金（△） － △192,693,232

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,129,119 14,455,045

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 1,129,119 14,455,045

剰余金減少額又は欠損金増加額 7,617,689 3,273,696

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 7,617,689 3,273,696

中間剰余金又は中間欠損金（△） △368,429,485 △199,880,979
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（３）【中間注記表】

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

有価証券の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券

移動平均法に基づき、中間計算期間末日の前営業日の基準価額で評価してお

ります。

(中間貸借対照表に関する注記)

項　　　目
第１期

(平成29年６月29日現在)

第２期中間計算期間

(平成29年12月29日現在)

１. 当該中間計算期間の末日に

おける受益権の総数
8,289,819,618口 7,820,085,020口

２. 元本の欠損

純資産額が元本総額を下回る

場合におけるその差額
192,693,232円 199,880,979円

３. １口当たり純資産額 0.9768円 0.9744円

(１万口当たり純資産額) (9,768円) (9,744円)

(中間損益及び剰余金計算書に関する注記)

該当事項はありません。
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(金融商品に関する注記)

金融商品の時価等に関する事項

項　　　目
第１期

(平成29年６月29日現在)

第２期中間計算期間

(平成29年12月29日現在)

１. 中間貸借対照表計上額、

時価及びその差額

貸借対照表上の金融商品は原則とし

てすべて時価で評価しているため、

貸借対照表計上額と時価との差額は

ありません。

中間貸借対照表上の金融商品は原則

としてすべて時価で評価しているた

め、中間貸借対照表計上額と時価と

の差額はありません。

２. 時価の算定方法 ①投資信託受益証券 ①投資信託受益証券

(重要な会計方針に係る事項に関する

注記)に記載しております。

(重要な会計方針に係る事項に関する

注記)に記載しております。

②上記以外の金融商品 ②上記以外の金融商品

これらの商品は短期間で決済される

ため、帳簿価額は時価と近似してい

ることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

これらの商品は短期間で決済される

ため、帳簿価額は時価と近似してい

ることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

３. 金融商品の時価等に関する

事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基

づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。

金融商品の時価には、市場価格に基

づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(その他の注記)

１．本書における開示対象ファンドの当該中間計算期間における元本額の変動

項　　　目
第１期

(平成29年６月29日現在)

第２期中間計算期間

(平成29年12月29日現在)

期首元本額 10,921,603,075円 8,289,819,618円

期中追加設定元本額 3,307,259,768円 152,693,813円

期中一部解約元本額 5,939,043,225円 622,428,411円

２．有価証券関係

該当事項はありません。

３．デリバティブ取引関係

本ファンドはデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

※以下の内容に更新します。

＜更新後＞

平成30年1月31日現在

Ⅰ　資産総額 3,529,036,751円

Ⅱ　負債総額 8,169,717円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,520,867,034円

Ⅳ　発行済口数 3,643,218,733口

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9664円

　（１万口当たり純資産額） （9,664円）
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

(１)　資本金の額

＜訂正前＞

①　資本金の額(平成29年７月末日現在)

(略)

＜訂正後＞

①　資本金の額(平成30年１月末日現在)

(略)

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

(略)

平成29年７月末日現在、委託会社が運用を行っている投資信託(マザーファンドは除きます)は以下の

通りです。

(平成29年７月末日現在)

ファンドの種類 本　数 純資産総額(百万円)

追加型株式投資信託 ７ 38,607

単位型株式投資信託 13 34,835

＜訂正後＞

(略)

平成30年１月末日現在、委託会社が運用を行っている投資信託(マザーファンドは除きます)は以下の

通りです。

(平成30年１月末日現在)

ファンドの種類 本　数 純資産総額(百万円)

追加型株式投資信託 13 50,125

単位型株式投資信託 36 84,069
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３【委託会社等の経理状況】

※以下の内容に更新します。

＜更新後＞

① 財務諸表の作成方法について

委託会社であるＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「当社」という）の財

務諸表は、「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という）第2条の規定により、財務諸表等規則および「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づき作成されております。

また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則（昭和52年

大蔵省令第38号）」（以下「中間財務諸表等規則」という）第38条および第57条の規定により、中間財務

諸表等規則および「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき作成されております。

財務諸表及び中間財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

② 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前事業年度（自平成28年4月1日 至平成29年3

月31日）の財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

また、当事業年度に係る中間会計期間(自平成29年4月1日 至平成29年9月30日)の中間財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、優成監査法人による中間監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】

前事業年度

（平成28年3月31日現在）

当事業年度

（平成29年3月31日現在）

科目
注記

番号

内訳

（千円）

金額

（千円）

内訳

（千円）

金額

（千円）

（資産の部）

流動資産

現金・預金 277,607 166,323

前払費用 － 1,047

未収入金 5,714 64

未収委託者報酬 － 15,387

未収運用受託報酬 － 32,909

未収消費税等 － 555

繰延税金資産 35 －

立替金 － 530

その他 － 0

流動資産計 283,357 216,818

固定資産

有形固定資産 845 4,422

建物 ※1 845 4,422

無形固定資産 － 6,882

ソフトウェア － 6,592

商標権 － 289

投資その他の資産 4,322 9,976

差入保証金 4,322 9,976

固定資産計 5,168 21,280

資産合計 288,526 238,099

（負債の部）

流動負債

未払金 4,601 24,352

未払手数料 － 5,730

その他未払金 4,601 18,621

未払法人税等 190 634

未払費用 359 8,807

預り金 281 690

賞与引当金 － 200

その他 － 39

流動負債計 5,433 34,723

固定負債

繰延税金負債 150 432

資産除去債務 596 1,479

固定負債計 746 1,911

負債合計 6,180 36,635
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（純資産の部）

株主資本

資本金 150,000 150,000

資本剰余金 150,000 150,000

資本準備金 150,000 150,000

利益剰余金 △ 17,653 △ 98,535

その他利益剰余金 △ 17,653 △ 98,535

繰越利益剰余金 △ 17,653 △ 98,535

株主資本計 282,346 201,464

純資産合計 282,346 201,464

負債・純資産合計 288,526 238,099
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（２）【損益計算書】

前事業年度 当事業年度

（自　平成27年12月７日 （自　平成28年４月１日

至　平成28年３月31日） 至　平成29年３月31日）

科目
注記

番号

内訳

（千円）

金額

（千円）

内訳

（千円）

金額

（千円）

営業収益

委託者報酬 － 65,488

運用受託報酬 － 30,471

営業収益計 － 95,960

営業費用

支払手数料 － 10,817

広告宣伝費 － 2,024

委託調査費 － 46,388

協会費 － 6,770

委託計算費 － 17,931

営業費用計 － 83,933

一般管理費

給与 10,108 47,693

役員報酬 6,500 23,250

給与・手当 3,608 23,973

賞与 － 270

賞与引当金繰入額 － 200

法定福利費 689 4,811

福利厚生費 181 952

退職給付費用 134 1,424

派遣社員費 256 2,871

募集費 5,650 4,310

業務委託費 1,612 5,520

不動産賃料 646 6,842

修繕維持費 202 1,816

固定資産減価償却費 23 1,259

租税公課 1,495 1,800

什器備品費 1,068 528

支払報酬 142 6,939

諸経費 159 5,229

一般管理費計 22,370 92,002

営業損失 22,370 79,975

営業外収益

受取利息 5 3

雑収入 － 31

営業外収益計 5 34

営業外費用

為替差損 － 86

EDINET提出書類

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社(E32398)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

18/46



雑損失 814 －

営業外費用計 814 86

経常損失 23,180 80,027

特別損失

固定資産除却損 － 246

特別損失計 － 246

税引前当期純損失 23,180 80,274

法人税、住民税及び事業税 △ 5,641 290

法人税等調整額 114 317

当期純損失 17,653 80,881
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成27年12月７日 至 平成28年３月31日）

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

純 資 産

合　　計資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株　　主

資　　本

合　　計

資　　本

準 備 金

資　　本

剰 余 金

合　　計

そ　の　他

利益剰余金
利　　益

剰 余 金

合　　計
繰越利益

剰 余 金

会社成立日残高 150,000 150,000 150,000 － － 300,000 300,000

当期変動額

　当期純損失 △ 17,653 △ 17,653 △ 17,653 △ 17,653

当期変動額 － － － △ 17,653 △ 17,653 △ 17,653 △ 17,653

当期末残高 150,000 150,000 150,000 △ 17,653 △ 17,653 282,346 282,346

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

純 資 産

合　　計資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株　　主

資　　本

合　　計

資　　本

準 備 金

資　　本

剰 余 金

合　　計

そ　の　他

利益剰余金
利　　益

剰 余 金

合　　計
繰越利益

剰 余 金

当期首残高 150,000 150,000 150,000 △ 17,653 △ 17,653 282,346 282,346

当期変動額

　当期純損失 △ 80,881 △ 80,881 △ 80,881 △ 80,881

当期変動額 － － － △ 80,881 △ 80,881 △ 80,881 △ 80,881

当期末残高 150,000 150,000 150,000 △ 98,535 △ 98,535 201,464 201,464
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[重要な会計方針]

１．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定額法によっております。(ただし、平成28年３月31日以前に取得した建物附属設備については定率法

によっております。)

なお、耐用年数は以下のとおりであります。　

建物　   10～18年

②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数は以下のとおりであります。

　　ソフトウェア　５年

　　商標権　　　　10年

２．引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率により算出した金額及び個別に見積りした金額

を計上しております。

なお、当事業年度末における貸倒引当金の計上はございません。

②　賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

３．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

ＳＢＩホールディングス株式会社を親会社として連結納税制度を適用しておりましたが、平成28年４

月７日に連結完全支配関係がなくなり、制度の適用外となりました。

[会計方針の変更]

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い

（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得す

る建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、財務諸表への影響額は軽微であります。

[追加情報]

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28

日）を当事業年度から適用しております。

[注記事項]

(貸借対照表関係)

前事業年度

(平成28年３月31日現在)

当事業年度

(平成29年３月31日現在)
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※1　有形固定資産の減価償却累計額 ※1　有形固定資産の減価償却累計額

建物 23千円 建物 200千円

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度

（自 平成27年12月７日 至 平成28年３月31日）

当事業年度

（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数 １．発行済株式の種類及び総数

株式の

種類

会社

設立日

(株)

増加

(株)

減少

(株)

前事業

年度末

(株)

株式の

種類

当事業

年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当事業

年度末

(株)

普通

株式
6,000 ― ― 6,000

普通

株式
6,000 ― ― 6,000

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

前事業年度

（自 平成27年12月７日 至 平成28年３月31日）

当事業年度

（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項 １．金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針 ①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し

ております。

当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し

ております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管

理体制

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管

理体制

未収入金は、親会社に対するものであり、連結納税制度

に関連して計上される短期の債権であることから、リスク

は僅少であります。その他未払金は、そのほとんどが１ヵ

月以内の支払期日であります。

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要と

なる運転資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持

することで、流動性リスクを管理しております。

未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、主に投資運用

業等からの債権であり、取引の性質上、基本的に信用リス

クは軽微であると考えておりますが、顧客別の債権残高を

社内で管理し、入金の遅延等があった場合には速やかに社

内の関係部署が顧客及び受託銀行に連絡する体制を整えて

おります。未払金は、そのほとんどが１ヵ月以内の支払期

日であります。

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要と

なる運転資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持

することで、流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項 ２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照

表計上額

(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

貸借対照

表計上額

(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

(1) 現金・預金 277,607 277,607 ― (1) 現金・預金 166,323 166,323 ―

(2) 未収入金 5,714 5,714 ― (2) 未収委託
15,387 15,387 ―

(3) 差入保証金 4,322 4,210 112 者報酬

資産計 287,645 287,532 112 (3) 未収運用
32,909 32,909 ―

(1) その他

未払金
4,601 4,601 ―

受託報酬

資産計 214,619 214,619 ―

負債計 4,601 4,601 ― (1) 未払手数料 5,730 5,730 ―

(2) その他

未払金
18,621 18,621 ―

負債計 24,352 24,352 ―

(注1)金融商品の時価の算定方法に関する事項 (注1)金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産 資産

(1) 現金・預金、 (2) 未収入金 (1) 現金・預金、 (2) 未収委託者報酬、

(3) 未収運用受託報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 差入保証金
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差入保証金の時価は返還時期を見積り、その将来の

キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な標標に基づい

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債 負債

(1) その他未払金 (1) 未払手数料、 (2) その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注2)金銭債権の決算日後の償還予定額 (注2)金銭債権の決算日後の償還予定額

1年以内

(千円)

1年超

(千円)

1年以内

(千円)

1年超

(千円)

(1) 現金・預金 277,607 ― (1) 現金・預金 166,323 ―

(2) 未収入金 5,714 ― (2) 未収委託
15,387 ―

(3) 差入保証金 ― 4,322 　　者報酬

資産計 283,321 4,322 (3) 未収運用
32,909 ―

　　受託報酬

資産計 214,619 ―

(退職給付関係)

前事業年度

（自 平成27年12月７日 至 平成28年３月31日）

当事業年度

（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．採用している退職給付金制度の概要

　当社は、確定拠出年金制度を採用しておりま

す。

２．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は134千円であ

ります。

１．採用している退職給付金制度の概要

　当社は、確定拠出年金制度を採用しておりま

す。

２．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は1,424千円で

あります。
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(税効果会計関係)

前事業年度

(平成28年３月31日現在)

当事業年度

(平成29年３月31日現在)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

　繰越欠損金 1,381千円 　繰越欠損金 24,565千円

　その他 265千円 　その他 799千円

繰延税金資産小計 1,647千円 繰延税金資産小計 25,365千円

　評価性引当額 △1,583千円 　評価性引当額 △25,365千円

繰延税金資産合計 63千円 繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 繰延税金負債

　資産除去債務に対応する

費用 △178千円

　資産除去債務に対応する

費用 △432千円

繰延税金負債合計 △178千円 繰延税金負債合計 △432千円

繰延税金資産(負債)の純額 △114千円 繰延税金資産(負債)の純額 △432千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異原因となった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上したため記載を省略しており

ます。

税引前当期純損失を計上したため記載を省略しており

ます。
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(セグメント情報等)

前事業年度

(平成28年３月31日現在)

当事業年度

(平成29年３月31日現在)

１．セグメント情報 １．セグメント情報

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載

を省略しております。

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

２．関連情報 ２．関連情報

①サービスごとの情報 ①サービスごとの情報

営業収益が発生していないため、記載を省略しており

ます。

投資運用業の区分の外部顧客への営業収益が損益計算書

の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

②地域ごとの情報 ②地域ごとの情報

営業収益 営業収益

営業収益が発生していないため、記載を省略しており

ます。

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算

書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

有形固定資産 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表

の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の

有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

３．主要な顧客ごとの情報 ３．主要な顧客ごとの情報

営業収益が発生していないため、記載を省略しており

ます。

顧客の名称

又は氏名
営業収益

関連する

セグメント名

ＳＢＩ生命保険

株式会社
26,128千円 投資運用業
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(関連当事者情報)

前事業年度（自 平成27年12月７日 至 平成28年３月31日）

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係
取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社

ＳＢＩグローバルア

セットマネジメント株

式会社

東京都港区 100

資産運用

サービス事

業の統括・

運営

(被所有)

直接

100.00％

株式の引受
設立出資

(注2)
300,000 ― ―

ＳＢＩホールディング

ス株式会社
東京都港区 81,681

株式等の保

有を通じた

企業グルー

プの統括・運

営等

(被所有)

間接

100.00％

役員の兼務

従業員の出向元

連結法人

税個別帰

属額の受

払

(注2)

―
未収

入金
5,714

保証金の

差入

(注2)

4,322
差入保

証金
4,322

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれておりま

す。

２．独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係
取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社

の子会

社

ＳＢＩアセットマネジメ

ント株式会社
東京都港区 400

投資運用業

及び投資助

言業

― 人件費等の立替

人件費等

の立替

(注2)

12,851
その他

未払金
2,701

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれておりま

す。

２．出向に関する協定書に基づき、出向者に係る給与・手当、賞与、福利厚生費等の実額を出向負担

金として負担しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　親会社情報

　　ＳＢＩホールディング株式会社(東京証券取引所に上場)

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社(非上場)
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（関連当事者情報）

当事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社と関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係
取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社
ＳＢＩホールディング

ス株式会社
東京都港区 81,681

株式等の保

有を通じた

企業グルー

プの統括・運

営等

(被所有)

間接

90.00％

役員の兼務

従業員の出向元

本社建物の賃借

人件費等

の立替

(注3)

18,428
その他

未払金
4,438

保証金の

差入

(注2)

5,653
差入保

証金
9,976

オフィス移

転に伴う

工事費用

の支払

(注2)

2,800 建物 2,800

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれておりま

す。

２．独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

３．出向に関する協定書に基づき、出向者に係る給与・手当、賞与、福利厚生費等の実額を出向負担

金として負担しております。

（イ）財務諸表提出会社のその他の関係会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者との関係
取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親会社

の子会

社

ＳＢＩアセットマ

ネジメント株式会

社

東京都港区 400

投資運用業

及び投資助

言業

― 人件費等の立替

人件費等

の立替

(注2)

36,378
その他

未払金
498

ＳＢＩ生命

株式会社
東京都港区 47,500 生命保険業 ― 投資一任契約

運用受託

報酬

(注3)

26,128

未収運

用受託

報酬

28,218

ＳＢＩ損害保険

株式会社
東京都港区 16,500 損害保険業 ―

投資一任契約

投資助言契約

運用受託

報酬

(注3)

3,063

未収運

用受託

報酬

3,308

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれておりま

す。

２．出向に関する協定書に基づき、出向者に係る給与・手当、賞与、福利厚生費等の実額を出向負担

金として負担しております。

３．取引条件は第三者との取引価格を参考に協議の上決定しております。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記
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　　親会社情報

　　ＳＢＩホールディング株式会社(東京証券取引所に上場)

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社(非上場)

（１株当たり情報）

前事業年度

（自 平成27年12月７日 至 平成28年３月31日）

当事業年度

（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額　　　　　　　     47,057円68銭

１株当たり純損失金額　　　　　　      2,942円31銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　当期純損失　　　　　　　　　　　     17,653千円

 普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　 －千円

 普通株主に係る当期純損失             17,653千円

 期中平均株式数　　　　　　　　　　　　6,000株

１株当たり純資産額　　　　　　　     33,577円40銭

１株当たり純損失金額　　　　　　     13,480円28銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　当期純損失　　　　　　　　　　　     80,881千円

 普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　 －千円

 普通株主に係る当期純損失             80,881千円

 期中平均株式数　　　　　　　　　　　　6,000株

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

前事業年度

(平成29年3月31日現在)

当中間会計期間末

(平成29年9月30日現在)

科目
注記

番号

内訳

(千円)

金額

(千円)

内訳

(千円)

金額

(千円)

(資産の部)

　流動資産

　　現金・預金 166,323 163,331

　　前払費用 1,047 899

　　未収入金 64 628

　　未収委託者報酬 15,387 27,622

　　未収運用受託報酬 32,909 16,074

　　未収消費税等 555 －

　　立替金 530 7,929

　　その他 0 －

流動資産計 216,818 216,486

　固定資産

　　有形固定資産 4,422 4,259

　　　建物 ※1 4,422 4,259

　　無形固定資産 6,882 6,105

　　　ソフトウェア 6,592 5,831

　　　商標権 289 273

　　投資その他の資産 9,976 6,513

　　　差入保証金 9,976 6,513

固定資産計 21,280 16,877

資産合計 238,099 233,364
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(負債の部)

　流動負債

　　未払金 24,352 25,122

　　　未払手数料 5,730 8,585

　　　その他未払金 18,621 16,536

　　未払法人税等 634 820

　　未払費用 8,807 24,038

　　預り金 690 1,574

　　賞与引当金 200 －

　　その他 39 172

流動負債計 34,723 51,727

　固定負債

　　繰延税金負債 432 417

　　資産除去債務 1,479 1,479

固定負債計 1,911 1,897

負債合計 36,635 53,624

(純資産の部)

　株主資本

　　資本金 150,000 150,000

　　資本剰余金 150,000 150,000

　　　資本準備金 150,000 150,000

　　利益剰余金 △ 98,535 △ 120,260

　　　その他利益剰余金 △ 98,535 △ 120,260

　　　　繰越利益剰余金 △ 98,535 △ 120,260

株主資本計 201,464 179,739

純資産合計 201,464 179,739

負債・純資産合計 238,099 233,364
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（２）中間損益計算書

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　平成28年４月１日 （自　平成29年４月１日

至　平成28年９月30日） 至　平成29年９月30日）

科目
注記

番号

内訳

(千円)

金額

(千円)

内訳

(千円)

金額

(千円)

　営業収益

　　委託者報酬 24,067 81,903

　　運用受託報酬 13,277 17,050

営業収益計 37,344 98,954

　営業費用

　　支払手数料 3,265 15,440

　　広告宣伝費 1,730 823

　　委託調査費 21,190 39,516

　　協会費 6,585 637

　　委託計算費 5,742 15,020

営業費用計 38,514 71,438

　一般管理費

　　給与 21,766 27,953

　　　役員報酬 12,000 10,500

　　　給与・手当 9,676 17,463

　　　賞与 90 190

　　　賞与引当金繰入額 － △ 200

　　法定福利費 2,152 3,350

　　福利厚生費 333 627

　　退職給付費用 652 973

　　派遣社員費 1,427 622

　　募集費 648 1,188

　　業務委託費 3,365 2,995

　　不動産賃料 2,552 3,717

　　修繕維持費 745 928

　　固定資産減価償却費 ※1 369 940

　　租税公課 268 902

　　什器備品費 354 105

　　支払報酬 3,075 2,132

　　諸経費 1,918 2,666

一般管理費計 39,632 49,104

　営業損失 40,802 21,588

　　営業外収益

　　　受取利息 2 0

　　　雑収入 － 0

営業外収益計 2 0

　　営業外費用

　　　為替差損 － 7
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営業外費用計 － 7

　経常損失 40,800 21,595

　　特別損失

　　　固定資産除却損 246 －

特別損失計 246 －

　税引前中間純損失 41,046 21,595

　法人税、住民税及び事業税 145 144

　法人税等調整額 332 △ 15

　中間純損失 41,524 21,725
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間

自 平成28年4月1日 至 平成28年9月30日

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

純 資 産

合　　計資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株　　主

資　　本

合　　計

資　　本

準 備 金

資　　本

剰 余 金

合　　計

そ　の　他

利益剰余金
利　　益

剰 余 金

合　　計
繰越利益

剰 余 金

当期首残高 150,000 150,000 150,000 △ 17,653 △ 17,653 282,346 282,346

当中間期変動額

　中間純損失 △ 41,524 △ 41,524 △ 41,524 △ 41,524

当中間期変動額 － － － △ 41,524 △ 41,524 △ 41,524 △ 41,524

当中間期末残高 150,000 150,000 150,000 △ 59,178 △ 59,178 240,821 240,821

当中間会計期間

自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

純 資 産

合　　計資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株　　主

資　　本

合　　計

資　　本

準 備 金

資　　本

剰 余 金

合　　計

そ　の　他

利益剰余金
利　　益

剰 余 金

合　　計
繰越利益

剰 余 金

当期首残高 150,000 150,000 150,000 △ 98,535 △ 98,535 201,464 201,464

当中間期変動額

　中間純損失 △ 21,725 △ 21,725 △ 21,725 △ 21,725

当中間期変動額 － － － △ 21,725 △ 21,725 △ 21,725 △ 21,725

当中間期末残高 150,000 150,000 150,000 △ 120,260 △ 120,260 179,739 179,739
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［重要な会計方針］

１．固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定額法によっております。(ただし、平成28年3月31日以前に取得した建物については定率法によって

おります。)

なお、耐用年数は以下のとおりであります。

建物　   10～18年

②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数は以下のとおりであります。

　　ソフトウェア　5年

　　商標権　　　 10年

２．引当金の計上

①　貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率により算出した金額及び個別に見積りした金額

を計上しております。

なお、当中間会計期間末における貸倒引当金の計上はございません。

②　賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

なお、当中間会計期間末における賞与引当金の計上はございません。

３．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっております。

［会計方針の変更］

　消費税におきましては、課税期間の基準期間における課税売上高が1,000万円以下となった場合、納税の

義務が免除され、消費税の会計処理は税込処理方式を採用することとされております。当社の課税期間の

基準期間における課税売上高は1,000万円以下となりましたため、消費税の会計処理を税抜処理方式から税

込処理方式に変更しております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前中間会計期間の営業収益、営業費用及び一般管理費は、2,766

千円それぞれ増加していますが、営業損失に与える影響はありません。
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［注記事項］

(中間貸借対照表関係)

前事業年度

（平成29年3月31日現在）

当中間会計期間末

（平成29年9月30日現在）

※1　有形固定資産の減価償却累計額 ※1　有形固定資産の減価償却累計額

建物 200千円 建物 363千円

(中間損益計算書関係)

前中間会計期間

（自 平成28年4月1日 至 平成28年9月30日）

当中間会計期間末

（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）

※1　減価償却費実施額は以下のとおりでありま

す。

※1　減価償却費実施額は以下のとおりでありま

す。

有形固定資産 51千円 有形固定資産 163千円

無形固定資産 317千円 無形固定資産 776千円

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間

（自 平成28年4月1日 至 平成28年9月30日）

当中間会計期間

（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）

１．発行済株式の種類及び総数 １．発行済株式の種類及び総数

株式の

種類

当事業

年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当中間

会計期間

末(株)

株式の

種類

当事業

年度期首

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当中間

会計期間

末(株)

普通

株式
6,000 ― ― 6,000

普通

株式
6,000 ― ― 6,000

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

前事業年度

（平成29年3月31日現在）

当中間会計期間末

（平成29年9月30日現在）

１．金融商品の状況に関する事項 １．金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針 ① 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し

ております。

当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し

ております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理

体制

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理

体制

未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、主に投資運用

業等からの債権であり、取引の性質上、基本的に信用リス

クは軽微であると考えておりますが、顧客別の債権残高を

社内で管理し、入金の遅延等があった場合には速やかに社

内の関係部署が顧客及び受託銀行に連絡する体制を整えて

おります。未払金は、そのほとんどが１ヵ月以内の支払期

日であります。

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要と

なる運転資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持

することで、流動性リスクを管理しております。

未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、主に投資運用

業等からの債権であり、取引の性質上、基本的に信用リス

クは軽微であると考えておりますが、顧客別の債権残高を

社内で管理し、入金の遅延等があった場合には速やかに社

内の関係部署が顧客及び受託銀行に連絡する体制を整えて

おります。未払金は、そのほとんどが１ヵ月以内の支払期

日であります。

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要と

なる運転資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持

することで、流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項 ２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照

表計上額

(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

貸借対照

表計上額

(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

(1) 現金・預金 166,323 166,323 ― (1) 現金・預金 163,331 163,331 ―

(2) 未収委託
15,387 15,387 ―

(2) 未収委託
27,622 27,622 ―

者報酬 者報酬

(3) 未収運用
32,909 32,909 ―

(3) 未収運用
16,074 16,074 ―

　　受託報酬 受託報酬

資産計 214,619 214,619 ― 資産計 207,028 207,028 ―

(1)未払手数料 5,730 5,730 ― (1)未払手数料 8,585 8,585 ―

(2)その他

未払金
18,621 18,621 ―

(2)その他

未払金
16,536 16,536 ―

負債計 24,352 24,352 ― 負債計 25,122 25,122 ―

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 (注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産 資産

(1) 現金・預金、 (2) 未収委託者報酬、

(3) 未収運用受託報酬

(1) 現金・預金、 (2) 未収委託者報酬、

(3) 未収運用受託報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負債 負債

(1) 未払手数料、 (2) その他未払金 (1) 未払手数料、 (2) その他未払金
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これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注2)金銭債権の決算日後の償還予定額 (注2)金銭債権の決算日後の償還予定額

1年以内

(千円)

1年超

(千円)

1年以内

(千円)

1年超

(千円)

(1) 現金・預金 166,323 ― (1) 現金・預金 163,331 ―

(2) 未収委託
15,387 ―

(2) 未収委託
27,622 ―

　　者報酬 　　者報酬

(3) 未収運用
32,909 ―

(3) 未収運用
16,074 ―

　　受託報酬 　　受託報酬

資産計 214,619 ― 資産計 207,028 ―
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(セグメント情報等）

前中間会計期間

（自 平成28年4月1日 至 平成28年9月30日）

当中間会計期間

（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）

１.セグメント情報 １.セグメント情報

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。

２.関連情報 ２.関連情報

①サービスごとの情報 ①サービスごとの情報

投資運用業の区分の外部顧客への営業収益が損益計算書

の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

投資運用業の区分の外部顧客への営業収益が損益計算書

の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

②地域ごとの情報 ②地域ごとの情報

営業収益 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算

書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算

書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

有形固定資産 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の

有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の

有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

３.主要な顧客ごとの情報 ３.主要な顧客ごとの情報

顧客の名称

又は氏名
営業収益

関連する

セグメント名

顧客の名称

又は氏名
営業収益

関連する

セグメント名

ＳＢＩ生命保険

株式会社
11,874千円 投資運用業

ＳＢＩ生命保険

株式会社
12,339千円 投資運用業

※上記の金額は税込金額となっております。 ※上記の金額は税込金額となっております。

(１株当たり情報)

前中間会計期間

（自 平成28年4月1日 至 平成28年9月30日

当中間会計期間

（自 平成29年4月1日 至 平成29年9月30日）

１株当たり純資産額　　　　　　　     40,136円93銭

１株当たり純損失金額　　　　　　      6,920円75銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　当期純損失　　　　　　　　　　　     41,524千円

 普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　 －千円

 普通株主に係る当期純損失             41,524千円

 期中平均株式数　　　　　　　　　　　　6,000株

１株当たり純資産額　　　　　　　     29,956円53銭

１株当たり純損失金額　　　　　　      3,620円86銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　当期純損失　　　　　　　　　　　     21,725千円

 普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　 －千円

 普通株主に係る当期純損失             21,725千円

 期中平均株式数　　　　　　　　　　　　6,000株

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

名　　　称
資本金の額

(平成29年３月末日現在)
事業の内容

受託会社 三井住友信託銀行株式会社 342,037百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律(兼営法)に

基づき信託業務を営んでいま

す。

再信託

受託会社

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
51,000百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律(兼営法)に

基づき信託業務を営んでいま

す。

販売会社

株式会社ＳＢＩ証券 48,323百万円 「金融商品取引法」に定める第

一種金融商品取引業を営んでい

ます。

マネックス証券株式会社 12,200百万円

楽天証券株式会社 7,495百万円

＜訂正後＞

名　　　称
資本金の額

(平成29年９月末日現在)
事業の内容

受託会社 三井住友信託銀行株式会社 342,037百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律(兼営法)に

基づき信託業務を営んでいま

す。

再信託

受託会社

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
51,000百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと

ともに、金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律(兼営法)に

基づき信託業務を営んでいま

す。

販売会社

株式会社ＳＢＩ証券 48,323百万円 「金融商品取引法」に定める第

一種金融商品取引業を営んでい

ます。

マネックス証券株式会社 12,200百万円

楽天証券株式会社 7,495百万円
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独立監査人の監査報告書

平成２９年６月１５日

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社

取　　　締　　　役　　　会　　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 松　　崎　　雅　　則

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山　　﨑　　健　　介

EDINET提出書類

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社(E32398)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

41/46



当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の

経理状況」に掲げられているＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社の平成２８年４月１日

から平成２９年３月３１日までの第２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態及び同

日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１. 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

　２. ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。

当期委託会社中間監査報告書へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成29年12月22日

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社

取　　締　　役　　会　　御中

優　　成　　監　　査　　法　　人

指定社員

業務執行社員
公認会計士 本　間　洋　一

指定社員

業務執行社員
公認会計士 石　倉　毅　典
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社の平成29年４月１日か

ら平成30年３月31日までの第３期事業年度の中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会

計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の経営成績

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

その他の事項

会社の平成28年３月31日をもって終了した前事業年度の中間会計期間に係る中間財務諸表及び前事業年度

の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって中間監査及び監査が実施されている。前任監査人は、当該中

間財務諸表に対して平成28年12月16日付けで無限定有用意見を表明しており、また、当該財務諸表対して平

成29年６月15日付けで無限定適正意見を表明している。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１. 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　２. XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書  

平成３０年２月２７日 
 

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社

　　取　　締　　役　　会　御中　

 

 
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 松　　崎　　雅　　則
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当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経

理状況」に掲げられているＳＢＩ－ＰＩＭＣＯジャパン・ベターインカム・ファンドの平成２９年６月３０日

から平成２９年１２月２９日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び

剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監

査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立

案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務

諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ＳＢＩ－ＰＩＭＣＯジャパン・ベターインカム・ファンドの平成２９年１２月２９日現在の信

託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２９年６月３０日から平成２９年１２月２９日ま

で）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係

ＳＢＩボンド・インベストメント・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との

間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１. 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

　２. XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。

当期委託会社監査報告書へ
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